
－清流１－ 

 

 

持続可能な活力ある地域づくりの推進 
 

１ 事 業 費  ２２８，３４５（前年度 ２０６，７３０） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         国庫    29,172   補助金 213,600 
           一般財源 199,173   委託料  12,373  

 
２ 背景・事業目的 
   「『清流の国ぎふ』創生総合戦略」や「第２期ＳＤＧｓ未来都市計画」

に基づき、持続可能な活力ある地域づくりをオール岐阜で進めていくた
め、官民が連携したＳＤＧｓ推進のための取組みなどにより、地方創生
の更なる展開を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）「オール岐阜」によるＳＤＧｓの行動促進（58,345 千円） 
    ○ 県や市町村、事業者が連携して、県民にＳＤＧｓの行動を呼び

かけるＳＤＧｓフェスティバルをはじめとした、学び、体験、交
流の場を提供する。 

     新○ ＳＤＧｓ達成に向け、新たにぎふＳＤＧｓ推進パートナーに登
録予定の事業者が行うＳＤＧｓの取組みを支援する。 

（２）岐阜県清流の国ぎふ推進補助金（170,000 千円） 
地域資源を活かしたまちづくりや、世界遺産などの地域固有の歴

史資源、文化財を軸とした魅力づくりなど、市町村等が自立的発展
を目指して行う事業を支援する。 

・補 助 率：１/２以内 
        ・補助限度額：２０,０００千円（支援事業の区分により異なる）  
 
 

 

 

 

 

所 属 清流の国推進部ＳＤＧｓ推進課 令和７年度担当所属名 

係 名 企画連携係、ＳＤＧｓ推進係 内線 2531 総合企画部ＳＤＧｓ推進課 

所 属 清流の国推進部地域振興課 令和７年度担当所属名 

係 名 地域振興係 内線 2516 総合企画部地域振興課 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(2)企画調査費 

（明細書事業名）○総合政策推進費 

総合政策調整費 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(3)地域振興対策費 

（明細書事業名）○地域活性化対策費 

地域活性化推進費 



－清流２－ 

 

 

 

地域の魅力を活かした移住定住の促進 
 

１ 事 業 費   ３８５，１７５（前年度 ３６９，３１９） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

         国庫    38,466  貸付金 273,600 
       諸収入   17,591  補助金  57,700 

          一般財源 329,118  委託料  45,585 
 

２ 背景・事業目的 
コロナ禍以降、首都圏をはじめとする都市部の若者を中心に、多様な

ライフスタイルの在り方や地方移住に対する関心が高まっている。 
このため、移住先としての本県の魅力を広く発信し、移住を促す施策

を実施することで、地域の将来を支える人材の確保を図る。 
 
３ 事 業 概 要 

（１）地方回帰志向に対応した移住定住の促進 
○移住交流拠点を核とした相談対応と情報提供（53,148千円） 

三大都市圏の移住交流拠点を核としたきめ細かな相談対応を行う
とともに、移住先としての本県の魅力や移住のリアルな情報を発信す
る移住セミナー及びフェアを実施する。 

○県外からの移住者に対する移住経費等支援（57,700 千円） 
①東京圏からの移住支援事業費補助金 

   ・補助対象者：東京圏から移住し県内中小企業等に就業する方 
・補助限度額：テレワーク以外 世帯 1,000千円、単身 600千円 

テレワーク   世帯 500千円、単身 300千円 
※１８歳未満の世帯員を帯同する場合に 300 千円/世帯を加算 

 ②地方就職学生支援事業費補助金 
・補助対象者：東京都内に本部を置く大学・大学院の学生 
・補 助 内 容：就職活動等に参加するための交通費及び就業に伴

い県内に移住する際の移転費 

（２）県出身大学生等のＵターンの促進（274,327 千円） 
県外の大学等に進学し、将来、岐阜県に戻って活躍する意志がある学

生に対し、「清流の国ぎふ大学生等奨学金」を月額６万円貸与し、卒業
後に条件を満たして県内で居住、就業した場合には返還を全額免除する。 

所 属 清流の国推進部地域振興課 令和７年度担当所属名 

係 名 
地域プロモーション係 

移住定住係 
内線 

2542 

2545 
総合企画部地域振興課 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(3)地域振興対策費  

（明細書事業名）○地域活性化対策費 地域活性化推進費  



－清流３－ 

 

 

 

多文化共生社会の推進 
                

１ 事 業 費   ４５，８２６（前年度 ４５，０７６） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

                 国庫    25,234  委託料   40,726 
             一般財源  20,592  補助金   5,100 
 
２ 背景・事業目的 

 令和９年中に開始予定の「育成就労制度」等に伴う外国人県民の増加
を見据え、地域や職場における円滑なコミュニケーションを促進し、外
国人県民が安全・安心に暮らせるようにするため、日本語教育の体制づ
くりの推進、多文化に対応した防災への理解促進、外国語での相談対応
等により多文化共生社会の実現を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）日本語教育の総合的な体制づくりの推進 
 ○日本語学習支援センターを核とした学習環境整備（19,491 千円） 

  「岐阜県日本語学習支援センター」を拠点として、県内の地域日
本語教室の運営支援や日本語教育人材の育成等により、外国人の日
本語学習環境を整備するとともに、県民に対し「やさしい日本語」
の普及啓発を行う。 

  ○日本語教室を設置する市町村や企業等への支援（5,100 千円） 
  新たに地域日本語教室を設置する市町村や企業等に対し、開設及
び運営に係る経費の補助や専門家の派遣を行う。 
 （補助率：１/２以内、補助限度額：１教室あたり 300 千円） 

新（２）地域での助け合いを目指した「多文化対応防災」※の充実 
（2,332 千円） 

 言葉や文化の違いを有する外国人県民のための防災講座や災害時
に外国人県民の言語の違いや文化的背景等を考慮して外国人をサポ
ートする「外国人防災リーダー」等の育成研修を実施する。 
 
 
 

 
（３）岐阜県在住外国人相談センターにおける相談対応（18,903 千円） 

 外国人県民からの生活面での様々な相談や災害時の問い合わせ
に１５言語で対応するとともに、外国人相談員の配置により外国人
特有の文化や考え方に応じた相談対応を行う。 

 
 

所 属 清流の国推進部外国人活躍・共生社会推進課 令和７年度担当所属名 

係 名 多文化共生係 内線 2561 総合企画部外国人活躍・共生社会推進課 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(6)国際化推進費 
（明細書事業名）○国際交流費 

多文化共生推進事業費 

※ 多文化対応防災 

外国人県民の言語の違いや文化的背景等を考慮し、日本における防災や災害対応について理

解の促進を図るなど、外国人を日本の一般的な防災対策に繋げる取組み。 



－清流４－ 

 

スポーツ立県・ぎふづくりの推進 

１ 事 業 費  １，７９６，１１１（前年度 ３７８，９９１） 
【財源内訳】           【主な使途】 
国庫    114,802        負担金 1,523,160   
一般財源 1,681,309        交付金  149,450 

２ 背景・事業目的 
   年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、全ての県民がスポーツやレクリエ

ーションを楽しみ、生涯にわたる健康と生きがいが得られる「誰一人取り残さ
れないスポーツ立県・ぎふ」づくりを推進するとともに、世界や全国を目指す
トップアスリートへの支援や、次世代アスリートの育成・強化を図る。 

３  事 業 概 要  

（１）生涯にわたる健康と生きがいづくりのスポーツ推進 
新○「ねんりんピック岐阜２０２５」の開催（1,529,475千円） 

総合開・閉会式の開催や、宿泊施設等の確保、各種目を開催する県内全
市町村等の支援を行う。また、県民の健康増進・生きがいの高揚につなが
る各種関連イベントを開催する。 

  ○レクリエーションを通じた健康・生きがいづくりの推進（72,054千円） 
     「ぎふ清流レクリエーションフェスティバル」の開催や各種団体等への

レクリエーション指導者の派遣、用具の貸出などを行い、県民誰もが１つ
はレクリエーションに取り組む「ミナレク運動」を全県展開する。 

 （２）五輪メダリストと連携したスポーツによる地域活性化（28,836千円） 
     「高橋尚子杯ぎふ清流ハーフマラソン」、「RIE KANETO Memorial Cup」

等大会の盛り上げを創出し、大会や地域の魅力を積極的にＰＲする。 

 （３）障がい者の活躍を広げるパラスポーツの推進（2,890千円） 
     障がい者の社会参加の推進とパラスポーツ振興を目指し、岐阜県パラス

ポーツ大会春大会を開催する。 

（４）世界や全国を目指すアスリートの競技力向上（162,856千円） 
選手やチーム等を強化指定し、活動費の支援や医科学サポートを充実さ

せるほか、運動能力の優れた小中学生が、県独自のプログラムにより適性
に応じた競技種目でトップアスリートを目指せるよう支援する。   
 また、指導者の資質向上のための研修会等を実施する。 

 
 

所 属 清流の国推進部地域スポーツ課 所 属 清流の国推進部競技スポーツ課 

係 名 
スポーツ交流係 

地域・パラスポーツ振興係 
内線 

2619

2621 
係 名 

競技スポーツ係 

競技パラスポーツ係 

ジュニアアスリート発掘・育成係 

内線 2641 

所 属 清流の国推進部ねんりんピック推進事務局 令和７年度担当所属名 

係 名 

総務係 
企画・広報県民運動係 
式典・事業係 
交流大会・レクリエーション係 

内線 

2672 
2662 
2663 
2664 

観光文化スポーツ部地域スポーツ課 

観光文化スポーツ部競技スポーツ課 

観光文化スポーツ部ねんりんピック推進事務局 

（款）２総務費 （項）２企画開発費  （目）(4)スポーツ振興対策費 

（明細書事業名）○スポーツ振興費 地域スポーツ推進費、スポーツ交流推進費、 

トップスポーツ推進費、障害者スポーツ推進費 

○スポーツ施設費 スポーツ施設整備事業費 



－清流５－ 

 

 

デジタル・トランスフォーメーションの推進 
 
１ 事 業 費  １２１，２６３（前年度 １１１，２７７） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

          一般財源  121,263   委託料 68,417 
                   補助金  50,000 

 
２ 背景・事業目的 

県内のＤＸ推進に向け、喫緊の課題であるデジタル人材の育成・確保
に取り組むとともに、デジタル技術を活用した地域課題解決を推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）ＤＸ推進に向けたデジタル人材の育成・確保 
  ○地域を担うデジタル人材の育成支援（4,781 千円） 

 社会人に求められる知識習得やリスキリング（学び直し）を支援
するため、国家試験対策講座等のＤＸ研修を実施する。 

○市町村におけるデジタル人材の確保・育成支援（49,796 千円） 
    ・ 市町村のＤＸ計画策定、システム標準化、行政手続オンライン

化等を支援するため、ニーズに応じたデジタル人材を派遣する。 
   新・ ＤＸ推進に必要な意識・知識の底上げを図るため、全市町村の

職員を対象とした研修を実施する。 

（２）デジタル技術を活用した地域課題解決に向けた支援 
○ぎふ地域ＤＸ推進補助金（50,000 千円）  
（制度概要 法人等：1/2・上限 1,000万円、市町村：1/2・上限 300万円 など） 

     デジタル技術を活用したサービスの実証や実装など、市町村や県
内法人等による地域課題解決に資する取組みを支援する。 

    ○県内ＤＸ推進のためのワンストップ支援（16,686 千円） 
 「ぎふＤＸ支援センター」において、県内ＤＸをワンストップで
支援するほか、先進的なツールの実証環境を整備する。 

 
 

所 属 清流の国推進部デジタル推進局デジタル戦略推進課  令和７年度担当所属名 

係 名 
デジタル推進係 

市町村支援係 
内線 

2716 

2717 
総合企画部未来創成局デジタル戦略推進課 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(5)情報化推進費 

（明細書事業名）〇情報化推進費  情報施策推進費 

 〇システム管理費 システム開発推進費 



 

－清流６－ 

 

行政のデジタル化の推進 
 
１ 事 業 費 １，３０２，２５４（前年度 ３１４，２１３） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

         国庫     7,150   備品購入費  571,788 
諸収入   135,291  委託料   460,427 
一般財源 1,159,813 

 
２ 背景・事業目的 

「岐阜県デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」に
基づき行政のデジタル化を推進し、業務効率化及び県民の利便性向上を
図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）県行政手続のオンライン化の推進（31,322 千円） 
・ 業務プロセスの簡素化・事務合理化を踏まえた行政手続のオンラ
イン化を推進する。 

新・ 県民からの質問に対し、生成ＡＩが県公式ホームページ等の情報
を基に回答を作成し、自動応答するチャットボットを導入する。 

・ 公的個人認証、法人認証やオンライン決済機能を備えた電子申請
基盤及び県との契約をオンライン化するために必要な電子契約サー
ビスを運用する。 

（２）デジタル技術を活用した業務の効率化（1,067,612 千円） 

新・ 職員用パソコンを現行のノート型からタブレット型に順次更新す
るとともに、外出先でも使用できるよう新たなテレワークシステム
を構築する。  

 ・ ＲＰＡ（事務自動化ソフトウェア）等の活用により定型事務の自
動化を進める。 

（３）県・市町村一律の高度なセキュリティの確保（203,320 千円） 
・ 岐阜県情報セキュリティクラウドの運用により、県・市町村一律

の高度なセキュリティ対策を実施する。 
 
 

所 属 清流の国推進部デジタル推進局デジタル戦略推進課  令和７年度担当所属名 

係 名 デジタル推進係 内線 2716 総合企画部未来創成局デジタル戦略推進課 

所 属 清流の国推進部デジタル推進局情報システム課 令和７年度担当所属名 

係 名 
情報システム係 

地域情報化係 
内線 

2731 

2732 
総合企画部未来創成局情報システム課 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(5)情報化推進費 

（明細書事業名）〇情報化推進費  情報施策推進費 

 〇システム管理費 システム開発推進費 

行政情報ネットワーク管理費 


